
別紙１-①（設備補助事業）
二国間クレジット制度資金支援事業のうち設備補助事業実施報告書

	国名及び事業名
	和文名：
英文名：

	代表事業者名
	 

	代表事業者
の連絡先
	氏名（責任者）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	〒

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	
	氏名（窓口）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	〒

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	共同事業者名①
	

	共同事業者
の連絡先
	氏名（責任者）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	共同事業者名②
	

	共同事業者
の連絡先
	氏名（責任者）
	部署名・役職名
	所在地

	
	
	
	

	
	電話番号
	E-mailアドレス
	

	
	
	
	

	事業の主たる実施場所（住所）
	

	＜１．事業の目的・概要＞

	（１）事業目的


（２）事業概要




	＜２．事業計画＞

	（１）事業実施の前提となる取得した許認可と取得時期


（２）補助事業の実施体制と役割分担


（３）導入設備の運営維持管理体制及びモニタリングの実施体制




	＜３．採算性＞

	（１）資金計画
１）資金調達先と調達額

２）ＪＩＣＡ、政府系金融機関等の出資・融資を受ける事業との連携の有無

３）他の補助金との関係


（２）採算性　（資金回収・利益の見通し）
　　１）補助事業に関する資金回収・利益の見通し
　　２）投資回収年数（補助金なし）　　　年
　　３）投資回収年数（補助金あり）　　　年
　　４）内部収益率（補助金なし）　　　　％
　　５）内部収益率（補助金あり）　　　　％
　　

	＜４．事業の性格＞

	（１）持続可能な開発やSDGsへの貢献（ジェンダー・ガイドラインについても参照の上、記載すること）



	＜５．導入技術・設備＞

	（１）導入技術及び設備の概要　


（２）導入技術及び設備の優位性


（３）ＣＯ２及びＧＨＧ排出削減の仕組み


（４）リファレンスとの違い


（５）実用化された技術であることの説明


（６）パートナー国における政策との合致度


（７）JCMパートナー国における導入技術の普及状況及び波及効果（活用・展開の見通し）




	＜６．補助対象経費に含まれる設備・機器、工事などの調達＞

	（１）調達先
設備１：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]
設備２：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]
工事１：[○○]　調達先 [　　　　　　　　]



	＜７．事業の効果＞

	（１）エネルギー起源二酸化炭素（ＣＯ２）及び温室効果ガス（ＧＨＧ）の排出削減総量　　
①　ＣＯ２年間排出削減量：＿＿＿[tＣＯ２/年]
　　②　ＧＨＧ年間排出削減量：＿＿＿[tＣＯ２/年]
　　③　ＣＯ２排出削減総量：＿＿＿＿[tＣＯ２]＝ＣＯ２年間排出削減量[tＣＯ２/年]×法定耐用年数[年]
　　④　ＧＨＧ排出削減総量：＿＿＿＿[tＣＯ２]＝ＧＨＧ年間排出削減量[tＣＯ２/年]×法定耐用年数[年]

ＧＨＧ削減量は、ＣＯ２換算とする。

（２）ＣＯ２及びＧＨＧの排出削減総量に係る費用対効果
　　①　ＣＯ２削減費用対効果
＿＿＿＿＿＿＿[円/tＣＯ２]＝補助金所要額[円]÷ＣＯ２排出削減総量[tＣＯ２]
　　②　ＧＨＧ削減費用対効果
＿＿＿＿＿＿＿[円/tＣＯ２]＝補助金所要額[円]÷ＧＨＧ排出削減総量[tＣＯ２]


法定耐用年数は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号））を適用。
	附則別表
	種類
	細目
	耐用年数

	別表〇
	
	
	〇年





	＜８．方法論＞

	（１）　方法論（該当箇所を〇で囲み説明を加える）
①　JCM承認済み方法論（Approved methodology）を適用
②　JCM提案方法論（Proposed methodology）を適用
③　適用可能なJCM方法論なし




（２）　類似技術に関する方法論の適格性要件を満たすことの説明




	＜９．事業実施スケジュール＞

	＊　実施スケジュールは別紙を添付してもよい。


以　上

注１　本報告書に、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（二国間クレジット制度資金支援事業のうち設備補助事業）交付申請書に添付した書類に変更がある場合、変更後の書類を添付する。
注２　記入欄が少ない場合は、本様式を引き伸ばして使用する。
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